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Ⅰ はじめに 
 
兵庫県（以下「県」といいます。）は、平成１５年１月２０日に公表した「尼崎の森中央

緑地スポーツ健康増進施設整備事業に関する実施方針」（以下「実施方針」といいます。）及

び同実施方針に対する意見等を踏まえ、尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備事業（以

下「本事業」といいます。）を、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（平成11年法律第117号。以下、「ＰＦＩ法」といいます。）に基づくＰＦＩ（Pr

ivate Finance Initiative）事業として実施することが適切であると認め、ＰＦＩ法第

６条の規定により、本事業を「特定事業」として選定し、平成１５年４月１４日に公表し

ました。 

本事業は、尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業（以下「設計・

建設に係る事業」といいます。）と、尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（維持管理・

運営）事業（以下「維持管理・運営に係る事業」といいます。）から構成されており、本

事業においては、民間事業者の能力・ノウハウを積極的に活用してプール施設及び健康増

進施設（以下「本件施設」といいます。）の設計・建設から維持管理・運営までをＰＦＩ

事業として一体的に行うこととしています。 

この度の入札は、このうち設計・建設に係る事業の契約について行うもので、入札参加

者は、設計・建設に係る事項と維持管理・運営に係る事項について提案し、県は、これら

の提案の内容を総合的に評価して、総合評価落札方式により落札者を決定します。 

落札者決定後、県と落札者は、特別目的会社（Special Purpose Company。本事業の遂

行者となる、商法（明治32 年法律第48 号）に規定する株式会社。以下「ＳＰＣ」といい

ます。）の設立、設計･建設に係る事業の契約及び維持管理･運営に係る事業の契約の締結

等について基本協定を締結します。その後、落札者は基本協定に基づきＳＰＣを速やかに

設立し、県と、落札者が設立したＳＰＣ（以下、「事業者」といいます。）は、設計・建設

に係る事業の契約及び維持管理・運営に係る事業の契約の締結並びに各契約相互の関係等

について基本契約を締結するとともに、設計・建設に係る事業の契約を締結します。 

なお、維持管理・運営に係る事業の契約については、県において必要な予算を措置でき

た場合には、県とＳＰＣの間で協議を行い、締結することとします。 
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Ⅱ 本事業の目的及び事業範囲 
 
１ 事業目的 

県では、「尼崎２１世紀の森構想」の中で「健康・文化の森」として位置付けられて

いる｢尼崎の森中央緑地｣（都市公園）内において、県民の健康増進及び県における水泳

競技の振興を目的としたプール施設を整備します。 
さらに、県民の健康の一層の増進、人の交流、地域の活性化、コミュニティの形成、

子育て支援などを図るため、健康増進施設を併せて整備します。 

なお、プール施設については、2006年に開催が予定されている「のじぎく兵庫国体」
及び「全国障害者スポーツ大会」の水泳競技会場としての利用も予定しています。 

民間事業者の能力・ノウハウを積極的に活用し、より質の高い公共サービスの提供を

図ることを目的として、本事業をＰＦＩ事業として実施することとしました。 

 

 

２ 事業範囲 

事業者が実施する本事業の範囲は、次のとおりとします。 
なお、具体的な業務内容については、本件入札に関して県が定めた尼崎の森中央緑地

スポーツ健康増進施設整備事業要求水準書（以下、「要求水準書」といいます。）に示す

とおりとします。 
（１）プール施設に関する事業範囲 

＜設計・建設に係る部分＞ 
ア 設計・建設業務 

・設計及び設計関連業務 
・建設及び建設関連業務 
・備品等の設置工事及びその関連業務 
・工事に伴う近隣対策業務 
・工事監理業務 
・建設に伴う各種申請等業務 

・国庫補助金等申請図書作成補助業務 
イ その他 

・施設の引渡し業務 
 

＜維持管理・運営に係る部分＞ 
ア 維持管理業務 

・建築物保守管理業務  
・建築設備保守管理業務 
・備品等保守管理業務  
・屋外施設保守管理業務 
・清掃業務  
・植栽維持管理業務 
・警備業務  
・環境衛生管理業務 
・修繕業務（大規模修繕業務を除きます。） 
・駐車場管理業務 
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イ 運営業務 

・利用受付及びその関連業務 
・使用料金徴収業務 
・利用状態の監視業務（アイススケート運営時を含みます。） 
・水質等の環境測定及び保全業務  
・運動プログラム作成、運動指導、スポーツ教室等の運営業務 
・駐車場運営業務 
・利用者輸送車両運営業務 
・その他の業務 

 
（２）健康増進施設に関する事業範囲 

＜設計・建設に係る部分＞ 
ア 設計・建設業務 

・設計及び設計関連業務 
・建設及び建設関連業務 
・備品等の設置工事及びその関連業務 
・工事に伴う近隣対策業務 
・工事監理業務 
・建設に伴う各種申請等業務 
・国庫補助金等申請図書作成補助業務 

イ その他 

・施設の引渡し業務 
 
＜維持管理・運営に係る部分＞ 
ア 維持管理業務 

・建築物保守管理業務  
・建築設備保守管理業務 
・備品等保守管理業務  
・屋外施設保守管理業務 
・清掃業務  
・植栽維持管理業務 
・警備業務  
・環境衛生管理業務 
・修繕業務（大規模修繕業務を除きます。） 
・駐車場管理業務 

イ 運営業務 

・利用受付及びその関連業務 
・使用料金徴収業務 
・利用状態の監視業務  
・水質等の環境測定及び保全業務（水利用施設がある場合。） 
・運動プログラム作成及びその関連業務 
・駐車場運営業務 
・利用者輸送運営業務  
・その他の業務 
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Ⅲ 本事業の事業方式 
 

本事業の事業方式は、事業者がＰＦＩ法に基づき本件施設の設計・建設を行い、県に

本件施設を引き渡し、事業期間を通して本件施設の維持管理及び運営業務を行うＢＴＯ

方式（Build-Transfer-Operate）とします。 

本件施設は、都市公園施設であり「公の施設」として県民の利用に供します。 

 
 
Ⅳ 本事業の事業者選定に係る日程 
 

本事業の事業者選定に係る日程は、次のとおり予定しています。 

１ 実施方針等の公表 平成１５年１月２０日（実施済み） 

２ 特定事業の選定・公表 平成１５年４月１４日（実施済み） 

３ 入札公告 平成１５年４月２１日(月) 

４ 入札説明書等の交付 平成１５年４月２１日(月)～４月３０日(水)

５ 入札説明書等及び既存資料の閲覧 平成１５年４月２１日(月)～８月１日(金) 

６ 説明会の開催 平成１５年４月３０日(水) 

７ 入札説明書等に関する第１回質問の受付 平成１５年５月１日(木)～５月９日(金) 

８ 入札説明書等に関する第１回質問への回答 平成１５年５月２３日(金) 

９ 一般競争入札参加申込書及び入札参加資格確認

  資料の提出 
平成１５年５月１９日（月）～５月２８日(水)

１０ 入札参加資格確認の通知 平成１５年６月６日(金) 

１１ 入札説明書等に関する第２回質問の受付 平成１５年６月９日(月)～６月１３日(金) 

１２ 入札参加資格がないと認められた理由説明の

   申立て 
平成１５年６月９日(月)～６月１３日(金) 

１３ 入札参加資格がないと認めた理由の回答 平成１５年６月１８日(水) 

１４ 入札説明書等に関する第２回質問への回答 平成１５年６月２７日(金) 

１５ 入札（提案書提出） 平成１５年８月４日(月) 

１６ 落札者決定・公表 平成１５年８～９月 

１７ 基本協定締結 平成１５年８～９月 

１８ 基本契約締結及び設計・建設に係る事業の契

   約の仮契約締結 
平成１５年１１月 

１９ 設計・建設に係る事業の契約締結 平成１５年１２月下旬 

２０ 維持管理・運営に係る事業の契約締結 平成１６年３～４月 
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Ⅴ 本事業の事業期間 
 

本事業の事業期間は、設計・建設に係る事業の契約締結日の翌日（平成１５年１２月

下旬予定）から平成３５年３月３１日までの約２０年間とします。 

なお、各施設の事業期間については、次のとおりとします。 

 
１ プール施設及びプール施設と一体となった健康増進施設 
（１）引渡し（所有権移転）期限  
平成１８年５月３１日  

 
（２）設計・建設期間  
設計・建設に係る事業の契約締結日の翌日から引渡し日まで 

 
（３）維持管理・運営期間 
引渡し日の翌日から平成３５年３月３１日まで（約１７年間） 

 
２ 健康増進施設（プール施設と一体となった部分を除きます。） 
（１）引渡し（所有権移転）期限  
平成１９年６月３０日  

 
（２）設計・建設期間  
設計・建設に係る事業の契約締結日の翌日から引渡し日まで 

 
（３）維持管理・運営期間 
引渡し日の翌日から平成３５年３月３１日まで 
※健康増進施設として複数の施設がある場合においては、維持管理・運営の開始日、

引渡し（所有権移転）日が施設ごとに異なることを妨げるものではありません。 
 
 
Ⅵ 事業実施に関する事項 
 

１ 県による本事業の実施状況の監視 
県は、以下により、各事業の実施状況の確認を行って、事業者が実施すべき業務を確

実に実施し、設計・建設に係る事業の契約書及び維持管理・運営に係る事業の契約書（以

下、「事業契約書」といいます。）に規定した要求水準を達成していることを確認する

とともに、事業者から財務書類の提出を受けて事業者の財務状況を把握することとして

います。 

（１）設計・建設に係る事業の実施状況の確認 

県は、事業契約書の定めるところにより、設計・建設に係る事業の各段階において、

定期的に確認を行います。 
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また、定期的に行う確認のほか、県が必要と認める場合には、随時確認を行います。 

ア 基本設計・実施設計時 
事業者は、定期的に県に報告を行うとともに、基本設計及び実施設計完了時

に要求水準に適合していることが確認できる設計図書を県に提出し、内容の確

認を受けることとします。 

イ 建築確認申請時 
事業者は、建築基準法に基づく建築確認の書類作成を行い、建築確認の申請

を行うとともに、県に事前説明及び事後報告を行うものとします。 

ウ 工事施工時 
事業者は、建設業法に規定される監理技術者を専任で配置し、工事監理を行

い、工事監理の状況を県に毎月報告することとします。  
また、事業者は、県が要請したときは、工事施工の事前説明及び事後報告、

工事現場での施工状況の説明を行わなければなりません。ただし、県が工事施

工の事前説明及び事後報告、工事現場での施工状況の説明を受けたことによっ

て、施工に起因するかし担保責任は県に移転されないものとします。 

エ 工事完成時 
事業者は、要求水準書に定める完成書類を用意して、現場で県の確認を受け

ることとします。ただし、県が完成書類の確認を行ったことによって、施工に

起因するかし担保責任は県に移転されないものとします。 

 

（２）維持管理・運営に係る事業の実施状況の確認 

県は、施設供用開始後、事業者が作成した業務日報及び業務報告書に基づき、定期

的又は随時に維持管理業務及び運営業務の実施状況を確認（以下、「モニタリング」

といいます。）します。 

 

（３）維持管理・運営に係るサービス購入費の減額等 

県がモニタリングを行った結果、要求水準書及び事業者が提出する業務計画書に定

められた業務が遂行されていないことが判明した場合には、維持管理・運営に係るサ

ービス購入費の減額等を行うことがあります。 
なお、詳細は、別添資料４「維持管理・運営に係るサービス購入費の減額の基準及

び方法」を参照してください。 

 
（４）財務書類の提出 

事業者は、毎事業年度、当該事業年度の財務書類（商法第281条第１項に規定する

計算書類）を作成し、自己の費用をもって公認会計士又は監査法人による監査を受け

た上で、監査報告書とともに毎事業年度経過後３月以内に県に提出することとします。 
また、県は、当該財務書類を公開できるものとします。  
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２ 事業期間中の事業者と県の関わり 
（１）本事業は、事業者の責任において遂行されなければなりません。 
また、県は、事業契約書に定められた方法により、事業実施状況について確認を

行います。  
 
（２）原則として、連絡等は県と事業者の間で行うこととしますが、必要に応じて、県

と、事業者から各業務を受託した者等とが直接連絡調整を行うこともできるものと

します。 
 
（３）資金調達上の必要があれば、直接協定の締結等一定の重要事項について、県は、

事業者に融資を行う金融機関と協議をすることができるものとします。 
 
（４）事業計画又は事業契約等の内容について疑義が生じた場合には、県と事業者は誠

意をもって協議することとします。 
 
 
Ⅶ 一般競争入札の実施 
設計・建設に係る事業の一般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、こ

の入札説明書によることとします。 

 

１ 公告日 

平成１５年４月２１日（月） 

 
 
２ 一般競争入札に付する事項 

（１）事業名 

尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業 

 

（２）事業実施場所 

兵庫県尼崎市扇町１４－１ 外 

 

（３）事業概要 

ア 敷地面積 

約3ヘクタール 

イ 整備する施設 

（ｱ）プール施設 

・メインプール施設（50メートル、アイススケートリンク兼用） 

・サブプール施設（25メートル） 

・選手・利用者共用施設 

・一般共用施設 
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・管理施設 等 

（ｲ）健康増進施設 

・事業者の提案による施設 

 

（４）事業期間 

設計・建設に係る事業の契約締結日の翌日（平成１５年１２月下旬予定）から平成

１９年６月３０日まで。 

なお、各施設の引渡し（所有権移転）期限は次のとおりとします。 

ア プール施設及びプール施設と一体となった健康増進施設 

平成１８年５月３１日まで 

イ 健康増進施設（プール施設と一体となった部分を除きます。） 

平成１９年６月３０日まで 

 
（５）今後一連の関連事業として契約締結が予定されている事業 
ア 事業名 

尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（維持管理・運営）事業 

イ 事業概要 

本事業で整備したプール施設及び健康増進施設の維持管理及び運営に係る業

務の委託 

ウ 事業期間 

各施設の引渡し（所有権移転）日の翌日から平成３５年３月３１日まで（予定） 

 
（６）落札方式 
総合評価落札方式 

 

 

３ 応募方法 

（１）この一般競争入札に参加を希望する者（以下、「入札参加希望者」という。）は、

単独企業（以下「応募企業」といいます。）として、又は複数の企業の共同体（以

下「応募グループ」といいます。）として入札参加の申込みをすることができます。 

 

（２）応募グループは、構成員表（第４－２号様式）により、代表企業及びその他の構

成員のすべてを明らかにした上で、代表企業が応募グループの他の構成員の委任を

受けて入札参加の申込みをしてください。 

 

（３）入札参加希望者は、入札参加申込時に協力企業名簿（第４－４号様式）により協

力企業のすべてを明らかにしてください。 

協力企業とは、応募企業又は応募グループの構成員以外の者で、事業者から直接、

本事業に係る前記Ⅱ２に列記する業務の一部を受託し、又は請け負うことを予定し

ている者をいいます。 
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（４）入札参加希望者は、入札参加申込時に構成員表（第４－２号様式）及び協力企業

名簿（第４－４号様式）により、応募企業又は応募グループのすべての構成員及び

すべての協力企業の担当業務（設計、建設、工事監理、維持管理、運営、その他の

別。）を明らかにしてください。 

 

（注意）本件入札において落札者となった応募企業又は応募グループのすべての構成員

は、ＳＰＣに必ず出資し、合計で、ＳＰＣの総株主の議決権の２分の１を超える議

決権を本事業が終了するまで保有するとともに、落札者又は落札者の構成員が保有

する株式について譲渡、担保権の設定その他の処分を行う場合には、事前に県の承

諾を得なければなりません。 

 

 

４ 入札参加資格 
設計・建設に係る事業の入札に参加することができる資格を有する者は、次に掲げ

る要件のいずれにも該当し、契約担当者の入札参加資格確認を受けた者とします。 

（１）応募企業、応募グループの構成員及び協力企業の資格要件 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に基づく

県の入札参加資格制限基準による入札参加の資格制限に該当しないこと。 

イ 県の指名停止基準に基づく指名停止を入札参加申込期限日（確認基準日）及び

入札日に受けていないこと。 

ウ 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更生手続開始の申立て、和

議法（大正１１年法律第７２号）に基づく和議開始の申立て及び民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。

ただし、それぞれの申立てに係る開始の決定がなされている者については、契約

担当者が、経営状況等を勘案して入札参加資格を認めることができます。 

エ 本事業に係るアドバイザリー業務の受託者でなく、また、当該受託者及び尼崎

の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備事業に関する事業者選定審査会（以下

「選定審査会」といいます。）の委員と次の関連がない者であること。 

（ｱ）資本面における関連 
当該受託者等が発行済株式総数の100分の50を超える株式を有し、又はそ

の出資の総額の100分の50を超える出資をしている者。  
（ｲ）人事面における関連 
当該受託者等が代表権を有する役員を兼ねている者。 

オ 他の応募企業、他の応募グループの構成員又は他の入札参加申込者の協力企業

を兼ねていないこと。ただし、運営業務に当たる協力企業は、他の入札参加申込

者の運営業務に当たる協力企業を兼ねることができます。 

カ 入札参加申込後は、原則として応募グループの構成員及び協力企業の変更を認

めません。ただし、入札参加申込締切後に応募グループの構成員又は協力企業の

一部が、会社更生法に基づく更生手続開始の申立て等が行われたこと又は県の指
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名停止があったこと（以下「倒産等」といいます。）により入札参加資格を失っ

た場合においては、入札参加資格を失った者の役割を果たす者を変更した上で、

平成１５年７月２９日（火）までの間、入札参加申込みを行うことができ、新た

な入札参加申込者が入札日までに入札参加資格の確認を受けたときは、入札に参

加することができます。 

 

（２）各業務に当たる者の資格要件 

応募企業又は応募グループの構成員及び協力企業のうちには、設計、建設、工事

監理、維持管理及び運営の各業務に当たる者として、それぞれ以下のアからオまで

の各要件を満たす者が含まれていなければなりません。 

なお、複数の要件を満たす者は、当該各業務に当たる者を兼ねることができます。

ただし、建設業務に当たる者と工事監理業務に当たる者は兼ねることはできません。 

また、建設業務に当たる者と工事監理業務に当たる者は、資本面又は人事面にお

いて関連がない者でなければなりません。 

ア 設計業務に当たる者 
（ｱ）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築

士事務所の登録を行っていること。 

（ｲ）昭和４１年兵庫県告示第１４９号（一般競争入札等に参加する者に必要な

資格等。以下「告示」という。）に基づく測量・建設コンサルタント等業務

契約に係る一般競争入札参加資格取得（登録）者又は入札書等の提出期限ま

でに一般競争入札参加資格を取得（登録）した者で、その希望する業務が建

築の設計・監理であること。 

（ｳ）平成５年度以降に、下記ａ又はｂの施設の建築設計業務に従事し、完了し

た経験を有する管理技術者を専任で配置できること。 

ａ 25メートル以上の屋内プール 

ｂ １面で1,100平方メートル以上のアリーナを有する体育館 

イ 建設業務に当たる者 
（ｱ）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１５条の規定による建築工事業

に係る特定建設業の許可を有すること。 

（ｲ）告示に基づく工事契約に係る一般競争入札参加資格取得（登録）者又は入

札書等の提出期限までに一般競争入札参加資格を取得（登録）した者で､そ

の工種が建築一式工事であること。 

（ｳ）入札参加申込期限日（確認基準日）において有効な建設業法に規定する建

築一式工事に係る経営事項審査結果の総合評点が１，２００点以上であるこ

と。 

（ｴ）平成５年度以降に、下記ａ又はｂの施設の建築工事を元請（共同企業体の

構成員としての実績は、出資比率が20パーセント以上のものに限ります。）

として完成した施工実績（工事が完成し、その引渡しが完了したもの）を有

すること。 

ａ 25メートル以上の屋内プール 
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ｂ １面で1,100平方メートル以上のアリーナを有する体育館 

（ｵ）平成５年度以降に、上記（ｴ）において施工実績を有することを求める工事

と同種の施工経験を有し、かつ、建設業法第２７条の１８の規定による建築

工事業の監理技術者資格者証を有する監理技術者を本工事に専任で配置で

きること。 

ウ 工事監理業務に当たる者 
（ｱ）建築士法第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っているこ

と。 

（ｲ）告示に基づく測量・建設コンサルタント等業務契約に係る一般競争入札参

加資格取得（登録）者又は入札書等の提出期限までに一般競争入札参加資格

を取得（登録）した者で、その希望する業務が建築の設計・監理であること。 

（ｳ）平成５年度以降に、下記ａ又はｂの施設の建築に係る工事監理業務に従事

し、完了した経験を有する管理技術者を専任で配置できること。 

ａ 25メートル以上の屋内プール 

ｂ １面で1,100平方メートル以上のアリーナを有する体育館 

エ 維持管理業務に当たる者  
平成５年度以降に、プール、スケートリンク等のスポーツ健康増進施設の維

持管理を行った実績を有すること。 

オ 運営業務に当たる者  
平成５年度以降に、プール、スケートリンク等のスポーツ健康増進施設の運

営を行った実績を有すること。 

 

 

５ 本事業に係るアドバイザリー業務の受託者 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

 

 

６ 選定審査会の委員 

選定審査会の委員は、次のとおりです。 

委 員 長 宮脇 淳   北海道大学大学院法学研究科教授 

副 委員長 神吉 賢一  神戸商科大学商経学部教授 

委 員 藤本 和弘  兵庫県副知事 

委 員 小玉 祐一郎 神戸芸術工科大学芸術工学部教授 

委 員 鈴木 恵一  日本政策投資銀行関西支店企画調査課課長 

委 員 牧川 優   園田学園女子大学人間健康学部教授 
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７ 担当課 

兵庫県神戸市中央区下山手通 5 丁目 10 番 1 号 

兵庫県 県土整備部 まちづくり局 公園緑地課企画係 

ＴＥＬ 078－362－3549 

ＦＡＸ 078－362－4454 

Ｅ-mail kouenryokuchika@pref.hyogo.jp 

 

 

８ 入札説明書等の取扱い 

（１）入札説明書等の交付 

この入札説明書は、県が設計・建設に係る事業を実施する民間事業者を総合評価

一般競争入札により募集及び選定するに当たり、入札参加希望者に、前記７の担当

課で、平成１５年４月２１日（月）から同月３０日（水）のうち土曜日、日曜日及

び祝日を除く、毎日午前９時から午後５時までまでの間（正午から午後１時までを

除きます。）、無償で交付します。 

なお、併せて次の資料も交付しますが、これらは、この入札説明書と一体をなす

ものであり、今後、県及び入札参加者希望者は、この入札説明書及び次の資料（以

下これらの資料を含めて「入札説明書等」といいます。）の内容を前提として、こ

の入札手続を進めることになりますので、その内容を十分に確認してください。 
ア 尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業に関する基本

協定書（案） 

イ 尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備事業に関する基本契約書（案） 

ウ 尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業契約書（案） 

エ 尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（維持管理・運営）事業契約書（案） 

オ 尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備事業要求水準書 

カ 尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業落札者決定基準 

キ 尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業様式集 

 

（２）その他の資料、回答書等の取扱い 

入札説明書等に定めるもののほか、入札参加申込受付後、入札日までに入札参加

申込者に提示しなければならない事項が生じた場合には、入札参加申込者に対する

通知等により提示します。 

県が提示する資料、入札説明書等に基づく回答書等は、入札説明書と一体となす

ものとして取扱います。 
 

（３）県が提示する資料等の利用 

入札説明書等のほか県が提示する資料は、入札に当たっての検討以外の目的で使

用しないでください。  
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９ 入札説明書等及び既存資料を示す期間及び場所 

本事業に係る既存資料については、入札説明書等とともに、次のとおり閲覧に供しま

す。 

（１）閲覧期間 

平成１５年４月２１日（月）から同年８月１日（金）まで（土曜日、日曜日及び

祝日を除きます。） 
毎日午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除きます。） 

 

（２）閲覧場所 

前記７に同じ。 
 

（３）閲覧に供する既存資料 

ア 尼崎臨海西部土地区画整理・整地工事図面 

イ 三級水準測量 成果表 

ウ 都市計画道路線形図、縦断図、標準断面図 

エ 事業区域図・座標面積計算表 

オ 尼崎臨海西部土地区画整理土質調査 報告書 

カ 土質調査結果 ボーリング柱状図・圧密試験等 

キ 計画地における残存物件の状況（概要） 

ク 尼崎臨海西部土地区画整理事業 街区確定図（１：２，０００） 

ケ 都市計画緑地 計画図・区域説明図（１：２，０００） 

コ 事業区域の街区図 

サ 都市計画緑地 字限図 

 

 

１０ 説明会の開催 

入札説明書等に関する説明会を次のとおり開催します。 

なお、説明会では、入札説明書等の配布は行いません。 

（１）開催日時 

平成１５年４月３０日（水） 午前１０時から 

 

（２）開催場所 

神戸市中央区北長狭通５丁目５番２６号 

兵庫県不動産会館 研修ホール 

ＴＥＬ 078－382－0142  

 

（３）説明会参加申込み 

説明会への参加を希望する場合には、入札説明書等に関する説明会参加申込書

（第１号様式）に必要事項を記入し、前記７の担当課あてにＦＡＸ送信又はＥ-mai

送信してください。 
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１１ 入札説明書等に関する質問 

（１）入札説明書等に関する第１回質問の受付 

入札説明書等に関する第１回質問を次のとおり受け付けます。 

ア 質問の方法 

入札説明書等に関する第１回質問書（第２号様式）に内容を簡潔にまとめて

記載し、前記７の担当課あてに持参、郵送又はＥ-mail送信してください（持参
又は郵送の場合は、質問書をフロッピーディスクに納め、印刷したものを添付

して提出してください。）。 
文書形式は、MS－Word（Windows版）で処理可能なものとしてください。 
電話、口頭等による質問は受け付けません。  

イ 受付期間 

平成１５年５月１日（木）から同年５月９日（金）まで（土曜日、日曜日及

び祝日を除きます。）  
持参の場合は、午前９時から午後４時までとします（正午から午後１時まで

を除きます。）。 
また、郵送又はＥ-mail送信による場合は、同年５月９日（金）必着とします。  

 

（２）入札説明書等に関する第１回質問に対する回答 

第１回質問に対する回答書は、入札参加希望者に対して次のとおり配布するとと

もに、ホームページ（http://web.pref.hyogo.jp/kakuka/body/kendo/machi/kouen_

ryokuchi.html）で公表することとしており、電話及び口頭での個別対応は行いませ

ん。 

なお、入札説明書等の内容の補足（改訂）資料を、必要に応じてホームページで

公表します。 

ア 配布日時 

平成１５年５月２３日（金） 
午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除きます。） 

イ 配布場所 

前記７に同じ。 
 

 

（３）入札説明書等に関する第２回質問の受付 

入札説明書等に関する第２回質問を次のとおり受け付けます。 

ア 質問の方法 

入札説明書等に関する第２回質問書（第３号様式）に内容を簡潔にまとめて

記載し、前記７の担当課あてに持参、郵送又はＥ-mail送信してください（持参
又は郵送の場合は、質問書をフロッピーディスクに納め、印刷したものを添付

して提出してください。）。 
文書形式は、MS－Word（Windows版）で処理可能なものとしてください。 
電話、口頭等による質問は受け付けません。  
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なお、入札参加申込者の提案内容やノウハウに密接に関連する質問について

は、個別に回答するため、第２回質問書（第３号様式）にその旨を明記してく

ださい。 
イ 受付期間 

平成１５年６月９日（木）から同年６月１３日（金）まで（土曜日、日曜日

及び祝日を除きます。） 
持参の場合は、午前９時から午後４時までとします（正午から午後１時まで

を除きます。）。また、郵送又はＥ-mail送信による場合は、同年６月１３日（金）
必着とします。 

 

（４）入札説明書等に関する第２回質問に対する回答 

第２回質問に対する回答書は入札参加申込者に対して次のとおり配布することと

しており、電話及び口頭での個別対応は行いません。 

なお、質問者が個別に回答することを求めた質問については、当該質問者だけに

配布しますが、入札説明書等に示す提案条件に変更が生じる場合などにおいては、

当該質問者の了承を得て、当該質問に対する回答書を入札参加申込者全員に配布し

ます。 

ア 配布日時 

平成１５年６月２７日（金） 
午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除きます。） 

イ 配布場所 

前記７に同じ。 
 

 

１２ 入札参加の申込み 

入札参加希望者は、一般競争入札参加申込書（以下｢申込書｣という。）及び入札参

加資格確認資料（以下「確認資料」といいます。）を次に従い提出してください。 
なお、申込書を提出した後に入札の参加を希望しない場合は、入札辞退届（第５号

様式）を入札執行日までに、前記７の担当課へ提出してください。  
 

（１）提出期間 

平成１５年５月１９日（月）から５月２８日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除きます。） 
毎日午前１０時から午後４時まで（正午から午後１時までを除きます。） 

 

（２）提出場所 

前記７に同じ。 

 

（３）申込書 

一般競争入札参加申込書（第４－１号様式）により作成してください。 
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（４）確認資料 

次の各様式により各確認資料を作成してください。 
（第４－２号様式） 構成員表 

（第４－３号様式） 委任状 

（第４－４号様式） 協力企業名簿 

（第４－５号様式） 誓約書 

（第４－６号様式） 一級建築士事務所の登録（設計業務） 

（第４－７号様式） 配置予定技術者の資格及び設計経験 

（第４－８号様式） 同種又は類似の施設の施工実績（建設業務） 

（第４－９号様式） 建設業の許可及び経営事項審査結果 

（第４－１０号様式） 配置予定技術者の資格及び施工経験 

（第４－１１号様式） 一級建築士事務所の登録（工事監理業務） 

（第４－１２号様式） 配置予定技術者の資格及び工事監理経験 

（第４－１３号様式） 同種又は類似の施設の維持管理業務実績 

（第４－１４号様式） 同種又は類似の施設の運営業務実績 

 

（５）返信用封筒 

入札参加資格確認通知書を郵送するので、返信用封筒（長３号封筒）を確認資

料と併せて提出してください。 

返信用封筒には、８０円切手を貼付し、返信先の住所及びあて名を記載してく

ださい。 

 

（６）その他 

ア 申込書及び確認資料の提出は、提出場所へそれぞれ正１部、副３部持参するこ

とにより行うものとし、郵送又はＦＡＸ送信、Ｅ-mail送信等によるものは受け
付けません。 
イ 申込書及び確認資料の作成に係る費用並びに提出に係る費用は、入札参加申込

者の負担とします。 

ウ 提出された申込書及び確認資料は、入札参加資格の確認以外に入札参加申込者

に無断で使用しません。 

エ 提出された申込書及び確認資料は、返却しません。 

オ 申込期限日の翌日以降は、４（１）カの場合を除き、原則として申込書及び確

認資料の差替え及び再提出は認めません。 

カ 申込書等の提出に関する問い合わせ先は、前記７に同じです。 

 

 
１３ 入札参加資格の確認 

（１）入札参加資格の確認基準日は、申込期限日とします。 
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（２）提出された申込書及び確認資料に基づき入札参加資格審査会の審議を経て入札参

加資格を確認し、その結果は、平成１５年６月６日（金）までに通知します。 

 

（３）入札参加資格がないと認められた者は、契約担当者に対してその理由について、

書面（様式は任意）を持参（郵送又はＦＡＸ送信、Ｅ-mail送信等によるものは受
け付けません。）し、説明を求めることができます。 

ア 申立期限 

平成１５年６月１３日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除きます。） 

毎日午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除きます。） 

イ 申立場所 

前記７に同じ。 

ウ 回答 

説明を求めた者に対し、平成１５年６月１８日（水）までに書面により回答

します。 

 

 

１４ 入札執行（開札）の日時及び場所等 

（１）日時 

平成１５年８月４日（月）午後１時３０分から 
 

（２）場所 

兵庫県神戸市中央区下山手通4丁目18番2号 

兵庫県公社館大会議室 

ＴＥＬ 078－232－9511 

 

（３）開札 

入札者又はその代理人の立会いの下、開札します。 

入札価格が予定価格を超えていないことを確認します。 

なお、入札価格等は、落札者決定後に公表します。 

 

（４）その他 

入札参加資格確認通知書の写しを持参してください。 
 

 

１５ 入札方法 

（１）入札参加者は、上記１４（１）及び（２）の入札執行（開札）の日時及び場所に

直接、入札書、提案書及び入札に必要なその他の書類（以下「入札書等」といいま

す。）を、次の各様式により作成して、所定の部数（＜＞内に示す部数）提出して

ください。 

郵送による入札の場合は、あて名及び事業名を記載し入札書在中と表示して入札
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書を封入した封筒、あて名及び事業名を記載し提案書在中と表示して提案書を封入

した封筒並びに入札に必要なその他の書類を入れた書留郵便が、平成１５年７月 

３１日（木）午後５時までに、上記７の担当課に必着しなければなりません。 

 

ア 入札書 ＜正１部＞ 

（第６号様式） 入札書 
イ 提案書  

別添資料１「提案に関する条件」及び様式集に記載の条件を踏まえ、次の(ｱ)

から(ｵ)までの提案書を作成してください。 

提案書は日本工業規格｢Ａ４判｣、図面は｢Ａ３判｣、表は｢Ａ４判｣又は｢Ａ３判｣

のサイズとすることを原則とし、再生紙を使用してください。 

また、各提案書には表紙を付け、別々に左綴じで製本してください。 

製本に当たっては、再利用に不向きな素材を使用せず、社名やロゴマーク等入

札参加者を特定できる表記はしないでください（ただし、第８－１号様式、第９

－１号様式、第１０－１号様式、第１０－５号様式及び第１０－６号様式につい

ては、社名の使用を認めます。これらの様式であっても、ロゴマークの使用は、

禁止します。）。 

各提案書の提案受付番号欄には、入札参加資格確認通知書に記載されている入

札参加者番号を記入してください。 

提案書は、図面を除き全てWord又はExcel（Windows版で処理可能なものに限

る。）により電子データ化し、電子データを納めた電子媒体（CD-R）を２枚提出

してください。 

(ｱ) 設計・建設計画提案書 ＜正１部・副２９部＞ 

（第７号様式） 設計・建設計画提案書表紙 
（第７－１号様式）  設計説明書① 設計主旨 
（第７－２号様式）  設計説明書② 施設計画（総括）その１ 
（第７－３号様式）  設計説明書② 施設計画（総括）その２ 
（第７－４号様式）  設計説明書② 施設計画（総括）その３ 
（第７－５号様式）  設計説明書③ 施設計画（建築計画） 
（第７－６号様式）  設計説明書④ 施設計画（構造計画） 
（第７－７号様式）  設計説明書⑤ 施設計画（設備計画） 
（第７－８号様式）  設計説明書⑥ 環境計画 
（第７－９号様式）  設計説明書⑦ 施工計画 
（第７－１０号様式）  設計概要 
（第７－１１号様式）  仕上表 
（第７－１２号様式）  工程計画書  
（第７－１３号様式）  初期投資費用見積書 
（第７－１４号様式）  設計図面① 配置図 
（第７－１５号様式）  設計図面② 平面図 
（第７－１６号様式）  設計図面③ 立面図 
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（第７－１７号様式）  設計図面④ 断面図 
（第７－１８号様式）  設計図面⑤ 構造計画図 
（第７－１９号様式）  設計図面⑥ 設備計画図 
（第７－２０号様式）  透視図 
(ｲ) 維持管理計画提案書 ＜正１部・副２９部＞ 

（第８号様式） 維持管理計画提案書表紙 
（第８－１号様式）  維持管理業務説明書① 維持管理業務総括説明書 
（第８－２号様式）  維持管理業務説明書② 個別維持管理業務説明書 
（第８－３号様式）  維持管理業務説明書③ 維持管理業務を効率化するた

めの工夫 
（第８－４号様式）  維持管理業務説明書④ 計画修繕  
（第８－５号様式）  維持管理費用見積書 
（第８－６号様式）  大規模修繕提案書（参考） 
(ｳ) 運営計画提案書 ＜正１部・副２９部＞ 

（第９号様式） 運営計画提案書表紙 
（第９－１号様式）  運営業務説明書① 運営業務総括説明書 
（第９－２号様式）  運営業務説明書② 個別運営業務説明書 
（第９－３号様式）  運営業務説明書③ 運営業務実施の考え方 
（第９－４号様式）  運営業務説明書④ 独自の創意工夫あるプログラム等 
（第９－５号様式）  運営業務説明書⑤ 雇用機会の創出や地域との連携 
（第９－６号様式）  運営業務説明書⑥ 運営業務を効率化するための工夫 
（第９－７号様式）  運営業務説明書⑦ 需要計画 
（第９－８号様式）  運営業務説明書⑧ スポーツ振興  
（第９－９号様式）  運営収入説明書 
（第９－１０号様式）  運営収支計画実現方策説明書 
（第９－１１号様式）  魅力向上・にぎわい創出方策説明書 
（第９－１２号様式）  その他の魅力ある運営計画説明書  
（第９－１３号様式）  運営費用見積書 
（第９－１４号様式）  運営収入見積書 
(ｴ) 事業計画提案書 ＜正１部・副２９部＞ 

（第１０号様式） 事業計画提案書表紙 
（第１０－１号様式）  事業スキーム図 
（第１０－２号様式）  入札金額及び提案金額計算書 
（第１０－３号様式）  長期収支計画表 
（第１０－４号様式）  維持管理・運営に係るサービス購入費 基準費計算書 
（第１０－５号様式）  資金調達計画書 
（第１０－６号様式）  リスク管理方針 
(ｵ) その他の提案書（補足用） ＜正１部・副２９部＞ 

（第１１号様式） その他の提案書（補足用）表紙 
（第１１－１号様式）  その他の提案書（補足用） 



  ２０

 

ウ 入札に必要なその他の書類 ＜正１部＞ 

（第１２－１号様式）  要求水準書に関する確認書 
（第１２－２号様式）  委任状 
 

（２）入札参加者は、入札説明書等及び事業実施場所等を十分理解するとともに、次に

揚げる事項を留意の上、入札に参加してください。 

ア 入札参加者は、入札書を作成して記名押印の上、封書にすること 

イ 入札書を封入した封筒には入札書と表記し、あて名及び事業名等を記載すると

ともに入札参加者名（応募企業名又は応募グループ名）及び代表者名（応募グル

ープにあっては代表企業名及び代表者名）を記載すること。 

ウ 入札書に記載する金額はアラビア数字で表示し、万一誤って記載したときは新

しい入札書を使用すること。 

 

（３）入札参加者は、入札書等の提出をもって、入札説明書等及び追加資料の記載内

容を承諾したものとみなします。 

なお、応募に際し、入札に係る費用は、すべて入札参加者の負担とします。 

 

（４）提出した入札書等については、これを書換え、引き替え又は撤回をすることは

できません。 

 

 

１６ 総合評価の方法 

総合評価は、選定審査会による審議を経て、本件入札に関して県が定めた落札者決

定基準（前記８（１）カ）に基づき算定した総合評価値（以下「評価値」といいます。）

をもって行います。 

 

 

１７ 落札者の決定方法 

（１）落札者は、次の各要件に該当する入札者のうち、評価値の最も高いものとします。 
ア 入札価格が財務規則（昭和３９年兵庫県規則第３１号）第８５条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内にあること。 

イ 入札者の提案内容が、本件入札に関して定めた要求水準書（前記８（１）オ）

の要求要件を全て満たしていること。 

 
（２）落札者となるべき同評価値の入札をした者が２者以上ある場合は、入札価格が低い者を

落札者とします。 
 
（３）さらに落札者となるべき同価格の入札が２者以上ある場合は、くじによって落札者を決

定することとし、落札者となるべき同価格の入札をした者は、くじを引くことを辞退する
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ことはできません。 
 
 

１８ 落札者決定の通知 

落札者の決定をした場合は、入札参加者に書面で通知します。 
なお、落札者の決定は平成１５年８月から９月までの間に行う予定です。 

 

 

１９ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金 

契約希望金額（入札金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額）の100

分の5以上の額の入札保証金を平成１５年７月３１日（木）（土曜日、日曜日及び

祝日を除きます。）午後５時までに納入してください。ただし、保険会社との間に

県を被保険者とする入札保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を入札保証

金に代えて提出してください。 

 

（２）契約保証金 

契約金額の100分の10以上の契約保証金を、尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進

施設整備（設計・建設）事業契約の本契約締結日までに納付してください。ただし、

保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、その保険証書を

提出した場合は、契約保証金を納める必要はありません。 

 

 

２０ 入札に関する条件 

（１）入札書等が所定の場所に所定の日時までに到達していること。 

 

（２）入札保証金又は入札保証保険証書の保険金額が所定額以上であり、入札保証保険

証書の場合、保険期間が設計・建設に係る事業契約締結予定日（平成１５年１２月

下旬・契約の議決日以降）まであること。 

 

（３）所定額の入札保証金（入札保証金に代わる担保の提供を含む。）が平成１５年７

月３１日（木）までに納入されていること。 

 

（４）入札者又はその代理人が当該入札について２通以上した入札でないこと。（２通

り以上の提案を行った場合及び同一事項について２通り以上の書類を提出した場

合を含む。） 

 

（５）本件入札において、他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理

をした者の入札でないこと。 
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（６）連合その他の不正行為によってされたと認められる入札でないこと。 

 

（７）入札書に入札金額並びに入札者の氏名及び押印があり、入札内容が分明であるこ

と。 

 

（８）復代理人が入札をする場合は、入札開始前に委任状（第１２－２号様式）を契約

担当者に提出すること。 

 

（９）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税相当額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者である

か否かを問わず、見積もった契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額を除い

た金額を入札書に記載すること。 

 

（１０）入札書に記載された入札金額が訂正されていないこと。 

 

（１１）落札者決定の前日までの間において、契約担当者から提案書に関し説明を求め

られた場合には、それに応じること。 

 
 
２１ 支払条件 

契約金額の、県の支払方法は、別添資料２「設計・建設に係るサービス購入費の支

払方法等」に示すとおりとします。 

 

 

２２ 契約に関する事項 

（１）県は、落札者決定後７日以内に、落札者と尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施

設整備（設計・建設）事業に関する基本協定（以下｢基本協定｣といいます。）を締

結します。 

 

（２）落札者は、基本協定に定める日までに、ＳＰＣを設立しなければなりません。 

 

（３）ＳＰＣの設立後速やかに、県とＳＰＣは、尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施

設整備事業に関する基本契約（以下｢基本契約｣といいます。）を締結します。 

 

（４）議会の議決を要する契約であるため、県が作成した尼崎の森中央緑地スポーツ健

康増進施設整備（設計・建設）事業契約書により、県とＳＰＣは仮契約を基本契約

の締結と同時に締結し、ＰＦＩ法第９条の規定に基づく議会の議決を経た後、本契

約を締結します。 
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（５）落札者決定後、仮契約を締結するまでの間に、落札者の構成員又は協力企業の

一部が倒産等となった場合において、ＳＰＣが契約内容に適合した履行ができな

いと認められるときは仮契約を締結しません。 

 

 

２３ 入札の無効 

（１）入札公告に示した入札参加資格のない者のした入札、申込書又は確認資料に虚偽

の記載をした者の入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とします。 

 

（２）入札参加資格のあることを確認された者のした入札であっても、入札時点におい

て、入札した者に入札参加資格がない場合は、その入札を無効とします。 

 

 

２４ 入札の中止等及びこれによる損害に関する事項 

天災地変等やむを得ない理由により、入札の執行を行うことができないときは、こ

れを中止します。 

また、入札参加者の連合の疑い、不正不穏行動等により入札を公正に執行できない

と認められるとき又は競争の実益がないと認められるときは、入札を取り消すことが

あります。これらの場合における損害は、入札者の負担とします。 

 

 

２５ 契約手続において使用する言語等 

言語は日本語、通貨単位は日本国通貨、計量単位は計量法（平成４年法律第５１号）

に定めるもの、時刻は日本標準時に限ります。 

 

 

２６ その他注意事項 

（１）申込書及び確認資料に虚偽の記載をした者は、県の指名停止基準により、指名停

止となります。 

 

（２）落札者は、確認資料に記載した配置予定の技術者を各業務の現場に専任で配置し

てください。 

 

（３）入札参加者は、刑法（明治４０年法律第４５号）、私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等関係法令を遵守し、信義誠実の

原則を守り、いやしくも県民の信頼を失うことのないよう努めてください。 

 

（４）入札参加申込者数及び入札参加申込者名は、入札執行後まで公表しません。 

 

（５）入札参加者から提出される書類の著作権は、入札参加者に帰属します。ただし、
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県は、本事業を実施するために必要な範囲において公表する場合、その他県が必要

と認める場合には、提出される書類の内容を無償で使用できます。 
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提案に関する条件  
 

「要求水準書」に示す条件及び要求要件のほか、以下に示す条件を踏まえて、提案書を

作成するものとします。なお、入札参加者の提案が「要求水準書」に示す要求要件を満た

していない場合は失格とします。 

 

１ 施設の設計・建設の提案に関する条件 

施設の設計・建設については、「要求水準書」に従い、提案書を作成するものとし

ます。提案価格については、設計・建設に係るサービス購入費として、8,000百万円

（消費税及び地方消費税相当額を含みます。）を上限として提案しなければなりませ

ん。上限額を超えた提案は、落札の対象となりません。 

 

 

２ 施設の維持管理業務の提案に関する条件 

（１）施設の維持管理については、「要求水準書」に従い、入札書類を作成してくださ

い。 

（２）なお、のじぎく兵庫国体及び全国障害者スポーツ大会の水泳競技会場として利用

する期間についても、通常の業務を前提とし、提案するものとします。 

（３）上記の期間中、通常業務に加え特別に必要となった業務については、別途、競技

会主催者の負担で業務を追加して実施します。 

 

 

３ 施設の運営業務の提案に関する条件 

（１）施設の運営については、「要求水準書」に従い、入札書類を作成してください。 

 

（２）なお、のじぎく兵庫国体及び全国障害者スポーツ大会の水泳競技会場として利用

する期間（準備期間等を含みます。）は、概ね次のとおりであり、その運営のため

専用利用を行います。 

ア ５０ｍプール 平成１８年９月上旬から１０月下旬までの７週間 

イ ２５ｍプール 平成１８年９月下旬から１０月上旬までの１週間及び１０月中

旬の２週間 

 

（３）上記（２）の期間中の施設使用料収入については、運営収入として見込まないこ

ととして提案してください。 

 

 

４ 事業計画の提案に関する条件 

（１）資金調達・返済計画 

資金調達・返済計画については、次の条件に従って入札書類を作成し、返済期

間においては、追加的な出資又は融資の必要が生じないようにしてください。 

別添資料１
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ア 設計・建設に係るサービス購入費 

県が事業者に対して支払う設計・建設に係るサービス購入費は、「（ｱ）一時支

払金」及び「（ｲ）割賦支払金」により構成されます。  
なお、実際のサービス購入費は、別添資料２「設計・建設に係るサービス購入

費の支払方法等」に従って支払いますが、提案書の作成にあたっては、次の条件

に従ってください。 

（ｱ）一時支払金 

県は、入札参加者が提案する設計及び建設費並びに工事監理費の４分の３

の額を一時支払金として、出来高に応じて複数年度にわたり支払うこととし

て提案してください。 

（ｲ）割賦支払金 
ａ 入札提案書における割賦支払金は、入札参加者が提案する初期投資費用

から（ｱ）一時支払金を差し引いた額を元本として、これに金利を上乗せし

た額とします。 

ｂ 初期投資費用には、施設の設計及び建設費、工事監理費、備品整備費､建

中金利、建設に係る各種申請手数料、県への所有権移転に伴う費用（登記

申請書作成事務費等）、契約に係る費用、開業までに生じる公租公課、その

他事業に伴う費用を含むものとします。 

ｃ 割賦支払金は、建築基準法及び不動産登記法上２以上の施設が提案され

た場合であっても、一体のものとして支払います。 

ｄ 割賦支払金の支払いは、提案された施設の所有権移転時期に関わらず平

成１９年９月を初回とします。以後３月及び９月の年２回、平成３５年３

月までの３２回の支払いとし、各回の支払額は、当該年度の確定支払額の

２分の１（金利計算は１年単利）とします。 

ｅ 入札提案書における金利は、平成１５年７月４日（金）を基準日とする

基準金利（６カ月ＬＩＢＯＲベース５年物（円－円）金利スワップレート

（午前１０時に共同通信社より発表されるTokyo Swap Reference Rate(T

SR)の中値））と提案されたスプレッドの合計とし、５年ごとの改定を想定

せずに計算してください。 

イ 維持管理・運営に係るサービス購入費 

維持管理・運営に係るサービス購入費の提案にあたっては、「（ｱ）提案金額計

算用」及び「（ｲ）基準費計算用」に分け、それぞれ次の条件に従ってください。 
なお、実際の維持管理・運営に係るサービス購入費は、別添資料３「維持管理・

運営に係るサービス購入費の支払方法等」に従って支払います。 

（ｱ）提案金額計算用 

提案金額計算用の条件に従って算出したサービス購入費は、総合評価に用

いる金額の算定条件を合わせ、入札参加者間の価格を比較するために用いま

す。 
ａ 提案金額計算用の様式で提案する維持管理・運営に係るサービス購入費

は、入札参加者が提案する健康増進施設の維持管理・運営期間に係わらず、
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以下の条件に基づいて算出してください。 

○プール施設 
・維持管理期間 平成１８年５月から平成３５年３月まで（１７年間） 
・運営期間  平成１８年５月から平成３５年３月まで（１７年間） 
○健康増進施設 
・維持管理期間 平成１９年４月から平成３５年３月まで（１６年間） 
・運営期間  平成１９年４月から平成３５年３月まで（１６年間） 
ｂ 維持管理・運営に係るサービス購入費の毎年度の支払額は、物価変動に

基づく改定を想定せず、提案金額計算用の各様式で提案する、各年度の「維

持管理費・運営費・その他費用」の額から、各年度の「運営収入（その他

の収入）」の額を差し引いた額としてください。 

ｃ 「運営収入（その他の収入）」とは、施設使用料収入以外の収入で、入札

参加者の提案による収入をいいます。 

なお、施設使用料収入とは、事業者の提案を踏まえ県が条例等により使

用料金を設定する施設に係る使用料収入で、プール施設使用料収入、アイ

スリンク使用料収入、健康増進施設（屋内）使用料収入及び健康増進施設

（屋外）使用料収入をいいます。 

（ｲ）基準費計算用 

基準費計算用の条件に従って算出したサービス購入費は、実際に県が事業

者に支払うサービス購入費の算定基礎となる基準費の算出及び事業計画の評

価に用います。 
ａ 基準費計算用の様式で提案する維持管理・運営に係るサービス購入費は、

入札参加者が提案する実際の健康増進施設の維持管理・運営期間に基づい

て算出してください。 

ｂ 維持管理・運営に係るサービス購入費の毎年度の支払額は、物価変動に

基づく改定を想定せず、基準費計算用の各様式で提案する、各年度の「維

持管理費・運営費・その他費用」の額から、各年度の「運営収入（その他

の収入）」の額を差し引いた額としてください。 

ｃ 「運営収入（その他の収入）」とは、施設使用料収入以外の収入で、入札

参加者の提案による収入をいいます。 

なお、施設使用料収入とは、事業者の提案を踏まえ県が条例等により使

用料金を設定する施設に係る使用料収入で、プール施設使用料収入、アイ

スリンク使用料収入、健康増進施設（屋内）使用料収入及び健康増進施設

（屋外）使用料収入をいいます。 

ウ 資金調達における支援 

本事業は、日本政策投資銀行の「民間資金活用型社会資本整備」に対する融資

（無利子融資、低利子融資）の対象事業であり、入札参加者は当該融資を利用す

ることを前提として提案することは可能ですが、入札参加者は自らのリスクでそ

の活用を行うこととし、県は同行からの調達の可否による条件変更は行いません。 
なお、当該融資制度の趣旨は、入札参加者の提案喚起及び選定事業の安定性向
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上にあることから、当該融資を提案に織り込む場合には、民間金融機関と同様の

金利を前提とすることとしているので、この点に留意して、提案を行うものとし

ます。また、当該融資制度の詳細、条件等については、入札参加者が直接同行に

問い合わせを行うこととします。  
 
（２）リスク管理の方針 
ア 基本的考え方 

公の施設の管理者としての責任は県にありますが、本事業における施設の設

計・建設、維持管理・運営上の責任は、原則として事業者が負うものとします。

ただし、県が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、別途事業者と

協議の上、県が責任を負うものとします。 
イ リスク分担 

県と事業者のリスク分担は、設計・建設に係る事業契約書（案）及び維持管理・

運営に係る事業契約書（案）（以下、「事業契約書（案）」といいます。）によるこ

ととし、入札参加者は負担すべきリスクを想定した上で提案を行うものとします。

リスク分担の程度や具体の内容については、事業契約書（案）に示しますが、事

業契約書（案）に示されていない場合は、双方の協議により定めるものとします。 
 
（３）保険  
工事の施工に伴い第三者に損害を及ぼした場合、事業者が善良な管理者の注意義

務を怠ったことにより生じた損害を負担するため、事業者は第三者賠償保険に加入

することとします。 

県は、施設の引渡し後、火災共済に加入する予定ですが、事業者の帰責事由によ

る場合には、保険者は事業者に対して求償権を有するものとします。 

 
（４）国庫補助金等に係る取扱い  
本事業においては、県は、施設建設に係る国庫補助金を受ける場合がありますが、

国庫補助金の交付決定がなされた場合、県は事業者に支払う代金の一部に充当する

こととします。なお、事業者は、県が行う国庫補助金に係る手続等について、県の

指示する作業及び必要な協力を行わなければなりません。 

また、事業者の提案内容によって、新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥ

ＤＯ）の補助事業を導入することがありますが、その場合においても県の指示する

作業及び必要な協力を行わなければなりません。なお、ＮＥＤＯの補助金は、一時

支払金の一部として扱います。 

 
 

５ 土地の使用等 

本事業の敷地は県有地（予定）であり、財産の分類は行政財産です。建設期間中は、

この行政財産について、事業者は県の使用許可を得たうえで、無償で使用できるもの

とします。  
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設計・建設に係るサービス購入費の支払方法等 

 

尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業契約に基づき、甲は

乙に対して、次により設計・建設に係るサービス購入費を支払う。 

 

1 費用区分 

設計・建設に係るサービス購入費は、施設購入費と割賦支払利息に区分する。 

(1) 施設購入費 

●●円〔うち消費税及び地方消費税額 ● 円〕 

尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設整備（設計・建設）事業 様式集 第 7

－13 号様式により落札者が提案した初期投資費用合計（入札金額。以下「初期投資

費用」という。）とする。ただし、約款第 38 条第 2 項の規定により増加した費用を

加え、又は同条第 3 項の規定により減少した費用を減じる場合には、当該費用を加

え、又は減じた後の額とする。 

(2) 割賦支払利息 

2（2）に定めるところにより、割賦支払元本に支払日までの利息を付す。 

 

2 支払区分 

設計・建設に係るサービス購入費は、一時支払金と割賦支払金に区分して支払う。 

(1) 一時支払金 

ア 乙から提案のあった初期投資費用のうち設計・建設費（以下「設計・建設費」

という。）の 4 分の 3 相当額（●●円）を一時支払金とする。ただし、甲は、予

算上の都合により一時支払金の総額を増額することができる。 

イ 甲は、本件施設の建設期間中の各年度末（最終分の支払については、本件施

設を構成するすべての施設の引渡し後）において、本件施設の出来高確認（約

款第 25 条の規定に基づく中間確認又は約款第 28 条の規定に基づく完成確認）

を行い、出来高に相応する設計・建設費の範囲内で、かつアの範囲内の額に、

これに対する消費税及び地方消費税相当額を上乗せした額を支払う。 

ウ 本件施設を構成する全ての施設の引渡日までに支払う一時支払金の額は、設

計・建設費の 3 分の 2 相当額以内の額とする。 

(2) 割賦支払金  

ア 割賦支払金額は割賦支払元本と割賦支払利息の合計額に、割賦支払元本に対

する消費税及び地方消費税相当額を上乗せした額とする。 

イ 割賦支払元本の総額は、1(1)の施設購入費●●円から消費税及び地方消費税

相当額並びに(1)アによる一時支払金の総額を控除した額とし、平成 19 年度か

ら平成 23 年度まで、平成 24 年度から平成 28 年度まで、平成 29 年度から平成

34 年度までの各期間に応じた支払額は、割賦支払元本の総額に 16 分の 5、16

分の 5、16 分の 6 をそれぞれ乗じた額とする。 

ウ 割賦支払利息の算定に用いる利率は、基準金利と落札者が提案したスプレッ

ド（年利●パーセント）を合計した率とする。この場合において、基準金利は、

平成 19 年度から平成 23 年度までの間は施設引渡し日の 2 銀行営業日前、平成

24 年度から平成 28 年度までの間は平成 24 年 4 月 1 日の 2 銀行営業日前、平成

29 年度から平成 34 年度までの間は平成 24 年 4 月 1 日の 2 銀行営業日前におけ

る 6 ヶ月ＬＩＢＯＲベース 5 年物（平成 29 年度から平成 34 年度までの間につ

別添資料２
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いては 6 年物）（円―円）金利スワップレート（該当日の午前 10 時に共同通信

社から発表される Tokyo Swap Reference Rate（TSR）の中値）とする。 

エ 割賦支払金は、各年度分を 2 回、計 32 回に分けて支払う。ただし、乙は、

本件施設を甲に引渡すまでは割賦支払金の支払いを受けることができない。 

オ エの各回における支払額は、各年度の 9 月末日及び 3 月末日を支払日とし、

イの各期間中元利金等払として 1 年単利により算定した額に、各回の割賦支払

元本相当額に対する消費税及び地方消費税相当額を上乗せした額とし、平成 19

年度から平成 23 年度までの期間にあっては平成 24 年度から平成 34 年度までの

期間に支払う割賦支払元本（割賦支払元本の 16 分の 11）について 1 年単利に

より算定した前回支払日の翌日（初回については、平成 19 年 4 月 1 日）から当

該支払日までの間の利息を加算し、平成 24 年度から平成 28 年度までの期間に

あっては平成 29 年度から平成 34 年度までの期間に支払う割賦支払元本（割賦

支払元本の 16 分の 6）について 1 年単利により算定した前回支払日の翌日から

当該支払日までの間の利息を加算する。 

 

表 割賦支払金の計算方法 

支払期間 計算方法 

平成 19～23 年度 
〔元本の 16 分の 5 の金額を 5 年間で元利均等返済

する額〕＋〔元本の 16 分の 11 に対する金利〕 

平成 24～28 年度 
〔元本の 16 分の 5 の金額を 5 年間で元利均等返済

する額〕＋〔元本の 16 分の 6 に対する金利〕 

平成 29～34 年度 
〔元本の 16 分の 6 の金額を 6 年間で元利均等返済

する額〕 

 

カ 本件施設として提案された施設が、建築基準法上又は不動産登記法上、複数

となる場合であっても、割賦支払金は一括して支払う。 

キ 基本契約書第 5 条の規定に基づき甲乙間で本件施設の維持管理及び運営を主

な内容とする契約が締結された後、乙の責めに帰すべき事由により同契約が解

除された場合には、以後、エの各回における支払額を、オで算定したエの各回

における支払額に 100 分の 80 を乗じて得た額（円未満切捨て）に変更して割賦

支払金を減額する。 

 

3 支払手続 

(1) 一時支払金 

ア 乙は、本件施設の建設期間中の各年度末（最終分の支払いについては、平成

19 年度末）から 30 日以内に、甲に対して請求書を送付する。 

イ 甲は、請求書を受理した日から 30 日以内に、請求が適正になされているこ

とを確認した上で、請求額を支払う。 

(2) 割賦支払金 

ア 乙は、2(2)オの各支払日から 30 日以内に、甲に対して請求書を送付する。 

イ 甲は、請求書を受理した日から 30 日以内に、請求が適正になされているこ

とを確認した上で、請求額を支払う。 
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維持管理・運営に係るサービス購入費の支払方法等 

 

1 維持管理・運営に係るサービス購入費の算定方法 

甲は施設引渡し後、維持管理に関する業務及び運営に関する業務の対価として、以下に

示す方法により算定される維持管理・運営に係るサービス購入費を乙に支払う。 

（１）「維持管理・運営に係るサービス購入費」は、乙が提案した「維持管理費・運営費・その他

費用」及び「運営収入」により算出される「基準費」、実際の運営収入により算出される「変

動費」から構成される。 

 

（２）維持管理・運営に係るサービス購入費のうち、「基準費」については、毎年１回４月１日に、

物価変動を勘案して改定を行う。 

 

（３）維持管理・運営に係るサービス購入費は、以下に示す算式により算定する。 
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平成Ｘ年度における維持管理・運営に係るサービス購入費の算出式  
 
ＰＸ＝Ｐ１Ｘ＋Ｐ２Ｘ   （実際の事業者の収入＝ＰＸ＋ＲＸ） 

 
Ｐ１Ｘ＝ｐ１Ｘ×（ＣＰＩＸ－１／ＣＰＩ１５）  
ｐ１Ｘ＝αＸ－2/3（βＸ＋γＸ） 
Ｐ２Ｘ＝2/3ＢＸ－1/3ＲＸ  

 
ＰＸ  ：平成Ｘ年度の維持管理・運営に係るサービス購入費 
Ｐ１Ｘ  ：平成Ｘ年度の基準費（物価変動を勘案して確定した額） 
Ｐ２Ｘ  ：平成Ｘ年度の変動費  
ＢＸ  ：平成Ｘ年度の実際の施設利用料収入の合計額 
ＲＸ  ：平成Ｘ年度の実際のその他の収入の合計額  
ｐ１Ｘ  ：入札参加者が提案した、平成Ｘ年度の基準費 
αＸ  ：入札参加者が提案した、平成Ｘ年度の維持管理費・運営費・その他

費用（利益、税金等）の合計額 
βＸ  ：入札参加者が提案した、平成Ｘ年度の施設利用料収入の合計額 
γＸ  ：入札参加者が提案した、平成Ｘ年度のその他の収入の合計額 
ＣＰＩＸ  ：平成Ｘ年度の平均消費者物価指数（財・サービス分類指数（全国）

の「総合」） 
 
注：基準費を改定する際の改定率（ＣＰＩＸ－１／ＣＰＩ15）に小数点以下第 4 位
未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 
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２ 維持管理・運営に係るサービス購入費の支払スケジュール 

（１） 維持管理・運営に係るサービス購入費は、各年度の４～６月分（第１期）、７～９月分（第２

期）、１０～１２月分（第３期）、１～３月分（第４期）として、各四半期終了後に以下の（２）

～（７）の手続きに従い、年に４回支払うものとする。ただし、平成１８年度については、５

～６月分を第１期支払分とし、以後７～９月分（第２期）、１０～１２月分（第３期）、１～３月

分（第４期）とする。 

 

（２） 甲は、定期的にモニタリングを実施し、要求水準書及び維持管理に関する業務及び運営

に関する業務に関する業務計画書に定められた水準が満たされていることを確認した上

で、供用開始から事業期間中に、年４回、維持管理・運営に係る事業契約書に定める額

を乙に支払う。 

 

（３） 乙は甲に対し、毎翌月5日までに業務報告書を提出するものとする。ただし、毎年3月の

業務報告書については3月31付で提出するものとする。 

 

（４） 甲は業務報告書の提出を受けた後、モニタリングを行う。 

 

（５） モニタリングの結果を踏まえ､甲は毎期末に当期の基準費及び変動費を算定し､乙に支

払額を通知する。 

 

（６） 乙は、支払額判明後速やかに、甲に対して請求書を送付する。 

 

（７） 甲は適法な請求書を受理した日から30日以内に支払うものとする。 

平成 18 年度における各期の維持管理・運営に係るサービス購入費の算出式 

 
Ｐ１８（第１期）  ＝2/11Ｐ１１８ ＋ 2/3Ｂ１８（第１期）－1/3Ｒ１８（第１期） 
Ｐ１８（第２期）  ＝3/11Ｐ１１８ ＋ 2/3Ｂ１８（第２期）－1/3Ｒ１８（第２期） 
Ｐ１８（第３期）  ＝3/11Ｐ１１８ ＋ 2/3Ｂ１８（第３期）－1/3Ｒ１８（第３期） 
Ｐ１８（第４期）  ＝3/11Ｐ１１８ ＋ 2/3Ｂ１８（第４期）－1/3Ｒ１８（第４期） 

 
平成 19～34 年度における各期の維持管理・運営に係るサービス購入費の算出式

 
ＰＸ（第Ｙ期）  ＝1/4Ｐ１Ｘ ＋ 2/3ＢＸ（第Ｙ期）－1/3ＲＸ（第Ｙ期） 

 
ＰＸ（第Ｙ期）  ：平成Ｘ年度・第Ｙ期の維持管理・運営に係るサービス購入費 
Ｐ１Ｘ  ：平成Ｘ年度の基準費  
ＢＸ（第Ｙ期）  ：平成Ｘ年度・第Ｙ期の実際の施設使用料収入 
ＲＸ（第Ｙ期）  ：平成Ｘ年度・第Ｙ期の実際のその他の収入  
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表 維持管理・運営に係るサービス購入費の支払スケジュール 

 
４～６月分 

（第１期） 

７～９月分 

（第２期） 

10～12 月分 

（第３期） 

１～３月分 

（第４期） 

物価変動を勘案し 

基準費を改定 
４月１日 

業務報告書の 

提出期限 

5 月 5 日 

6 月 5 日 

7 月 5 日 

8 月 5 日 

9 月 5 日 

10 月 5 日 

11 月 5 日 

12 月 5 日 

1 月 5 日 

2 月 5 日 

3 月 5 日 

3 月 31 日 

モニタリングの 

実施期限 

5 月 10 日 

6 月 10 日 

7 月 10 日 

8 月 10 日 

9 月 10 日 

10 月 10 日 

11 月 10 日 

12 月 10 日 

1 月 10 日 

2 月 10 日 

3 月 10 日 

3 月 31 日 

支払額の確定 7 月 10 日 10 月 10 日 1 月 10 日 3 月 31 日 

請求書の送付期限 支払額判明後速やかに送付 

支払期限 請求書受理日から 30 日以内 

 

 

図 維持管理・運営に係るサービス購入費の支払スケジュールのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 運営収入について 

（１） 「運営収入」は以下の収入から構成される。 

ア 施設使用料収入 

乙の提案を踏まえ甲が条例等により使用料金を設定する施設に係る使用料収入（会

計上は甲の歳入とする。） 

（ｱ）プール施設使用料収入 

（ｲ）アイスリンク使用料収入 

（ｳ）健康増進施設（屋内）使用料収入 

（ｴ）健康増進施設（屋外）使用料収入 

物価変動を勘案し基準費を改定 

4/1 

運営収入額確定

第１期支払額確定

7/10

運営収入額確定

第２期支払額確定

10/10

運営収入額確定

第３期支払額確定

1/10

運営収入額確定

第４期支払額確定

3/31

7/5
６月の

業務報告書提出

10/5 
９月の

業務報告書提出

1/5
１２月の

業務報告書提出

3/31
３月の

業務報告書提出

第２期 第３期 第４期 第１期 
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イ その他の収入 

上記以外の収入（乙の提案による） 

（会計上は乙の直接収入とする） 

 

（２） 「運営収入」のうち「施設使用料収入」については、全額、甲の収入となる（ただし、「施設

使用料収入」は「変動費」としてサービス購入費に含まれるため、「施設使用料収入」の３

分の２に相当する額が乙の実質的な収入となる。）。 

 

（３） 「運営収入」のうち「その他の収入」については、全額、乙の直接収入とする（ただし、「そ

の他の収入」は「変動費」の算定に係わるため、乙の実質的な収入は「その他の収入」の

３分の２に相当する額となる。）。 

 

（４） 本件施設は公の施設とすることから、本件施設の施設使用料については、乙の提案を踏

まえ甲が条例等により設定するものとし、乙は毎年１回、施設使用料改訂の提案を行うこ

とができる。 

 

（５） のじぎく兵庫国体及び全国障害者スポーツ大会開催時の施設使用料収入については、

上記の運営収入として見込まない。 
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2/3β－1/3γ

2/3Ｂ－1/3Ｒ  α－2/3β－2/3γ  Ｒ  

入札参加者が提案した運営収入  

維持管理・運営に係るサービス購入費  

Ｐ 

維
持
管
理
・
運
営
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
購
入

費

Ｂ：実際の施設使用料収入  
Ｒ：実際のその他の収入  

図 維持管理・運営に係るサービス購入費の算出イメージ（参考）  

入札参加者が提案した  
維持管理費・運営費・その他費用（利益、税金等）

不足分  入札参加者が  
提案した  
その他の収入  

γ  

α  

Ｐ＝α－2/3β－2/3γ ＋ 2/3Ｂ－1/3Ｒ 

基準費  直接収入入札参加者が提案した  
維持管理・運営に係る  
サービス購入費  

α－2/3β－2/3γ  

基準費  実際の  
維持管理・運営に係る  
事業者の収入  

変動費 ＝ 2/3Ｂ－1/3Ｒ  

基準費 ＝ α－2/3β－2/3γ  

入札参加者が提案した  

施設使用料収入  

β

変動費  

γ  

直接収入変動費  

Ｂ－Ｒ  

実際の維持管理・運営に係るサービス購入費（P）  

（総合評価の対象額）  

（参考資料） 

実際の事業者の収入＝ Ｐ＋Ｒ ＝ α－2/3（β＋γ） ＋ 2/3（Ｂ＋Ｒ）
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３  運営収入 

本事業に係る「運営収入」は「施設使用料収入」及び「その他の収入」から構成され、これら

の収入は「維持管理・運営に係るサービス購入費」における「変動費」に反映される。ただし、

これらの運営収入の取扱については以下の点に留意する。 

 

（１） 施設使用料収入 

（ｱ） 施設使用料収入については、全額、甲の歳入として取扱う。 

 

（ｲ） 乙は施設使用料の徴収を行い、１ヵ月ごとに取りまとめ翌月の５日までに納付書により甲

の指定した金融機関に払い込む。 

 

（ｳ） 乙は毎月、受託徴収金計算書を作成し、翌月の５日までに甲に提出する。ただし、毎年３

月の受託徴収金計算書については３月３１日付で提出するものとする。 

 

 

（２） その他の収入 

（ｱ） その他の収入については、全額、乙の直接収入として取扱う。 

 

（ｲ） 乙は毎月、収入明細書を作成し、翌月の５日までに甲に提出する。ただし、毎年３月の収

入明細書については３月３１日付で提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

事業者 

施設使用料収入（Ｂ） その他の収入（Ｒ） 

使用料徴収（Ｂ） 直接収入（Ｒ） 

全額納付（Ｂ） 変動費（2/3Ｂ－1/3Ｒ）＋基準費  

運営収入に関し事業者の手元に入る額 
（2/3Ｂ－1/3Ｒ）＋（R） 
＝（2/3（Ｂ＋Ｒ）） 

図 運営収入に係る現金の流れのイメージ（参考） 
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維持管理・運営に係るサービス購入費の減額の基準及び方法 

 

甲は、本件施設の維持管理・運営開始後１７年間にわたり、維持管理・運営に関する業務の実

施状況を監視（以下、「モニタリング」といいます。）し、要求水準書並びに乙が提出する維持管理

に関する業務計画書及び運営に関する業務計画書（以下、「業務計画書」といいます。）に定めら

れた業務を、乙が確実に遂行しているかを確認する。その結果、乙が要求水準書及び業務計画

書に示す内容を満足していないと判断した場合、以下のフローに示す手続きにより維持管理・運

営に係るサービス購入費の減額、是正勧告その他の措置を取るものとする。それぞれの措置の概

要は次頁の表に示す。 
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（是正が不十分な場合）  

（事業全体の中断決定）→契約解除 

（是正が不十分な場合）  

（是正が不十分な場合）  

●モニタリング及び  
サービス購入費の減額措置  

●減額以外の措置（是正勧告等） 

報告・モニタリング結果により  
県が必要と判断した場合  

（※減額措置がある場合には並行して進行）

随時モニタリング(是正確認)  

業務担当者の変更  

随時モニタリング(是正確認)  

是正勧告（２回目）  

随時モニタリング(是正確認)  

是正勧告（１回目）  

モニタリング  
・日常モニタリング  
・定期モニタリング  
・随時モニタリング  

当期の評価決定  

サービス購 
入料の減額 

支払停止  

予定通りの 
支払 

要求水準及び 
業務計画達成 

要求水準及び  
業務計画未達成  
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措置の内容 手続きの概要 

サービス購入費の減額又は
支払停止 

業務水準低下の内容に応じて毎月のペナルティポイント
を計上し、それに支払期ごとに集計した当期ペナルティ
ポイントに応じてその期の支払を減額若しくは停止する。

１回目 業務水準低下の内容に応じて当該業務の是正を期限を
定め乙に勧告する。 

是正勧告 
２回目 １回目の勧告によっても期限内に改善が認められない場

合に再度勧告を行う。 

協力企業の変
更要請 

２回の勧告を経て改善が認められない場合、甲は乙に対
して、実際に当該業務を担当しているものの変更請求を
行う。 

業務担当
者の変更
要求 第三者への業

務委託 

２回の勧告を経て改善が認められない場合で、当該業務
を乙自らが行っているときには、当該業務を甲が指定す
る第三者に委託する。 

契約解除

等 
契約解除 

上記の手続きを経ても業務の改善が認められない場合
で、甲が契約継続を希望しないときには、契約を解除す
る。 

 

１ モニタリング 

（１）モニタリング実施計画書の作成 

甲は、契約締結後、以下の項目を含むモニタリング実施計画書を作成する。 

ア モニタリング時期 

イ モニタリング内容 

ウ モニタリング組織 

エ モニタリング手続 

オ モニタリング様式 

 

（２）モニタリングの方法と費用負担 

ア モニタリングの方法 

（ｱ）業務日報等の提出 

乙は、甲が日常モニタリングを行うための業務日報（毎日）及び定期モニタリング

を行うための業務報告書（毎月）を作成し甲へ提出する。 

（ｲ）業務実施状況の確認 

甲は、乙が作成した業務日報及び業務報告書に基づき、日常モニタリング、定

期モニタリングを行い、乙が提供する業務の実施状況を確認する。 

なお、甲は、必要に応じ自ら各業務の遂行状況を直接確認・評価する随時モニ

タリングを行うことができる。 

イ モニタリング費用の負担 

モニタリングに係る費用負担の分担は次頁の表に示すとおりとする。 
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 乙 甲 

日常モニタリング 
チェック項目に沿って各業務の遂
行状況を確認の上、業務日報を作
成。 

業務日報の確認、業務水準の評価。 

定期モニタリング 

月 1 回実施のチェック項目に沿っ
て、遂行状況を確認するとともに、
業務日報をもとに業務報告書を作
成。 

業務報告書の確認、業務水準の評
価。 

随時モニタリング － 

施設利用状況の確認。 
維持管理状況の確認。 
その他、必要に応じ不定期に、直接確
認。 

費用負担 乙 甲 

 

２ 業務水準低下に対する措置 

甲は、モニタリングの結果、乙の業務水準内容が要求水準書及び業務計画書に定める事

項を満たしていないと判断した場合に、以下の手続きを経て維持管理・運営費の減額、是

正勧告その他の措置をとる。 

 

（１）減額措置及び是正勧告(一回目) 

甲は、モニタリングの結果、乙の業務水準の低下を確認した場合、その内容に応じて適

切な以下の初期対応を行う。 

ア 維持管理・運営に係るサービス購入費の減額措置 

発生した不具合が維持管理・運営に係るサービス購入費の減額等の対象であれば、

適切な減額措置を講じる。なお、予め甲の承諾を得ず施設が利用不可能となった場合

（あるいはそうなることが見込まれる場合）には、乙は甲のモニタリングを待たず当該不

具合の発生を直ちに甲に通知する。このとき、人身に被害を与えると判断される場合に

は、応急処置を施すものとする。また、１日を超える回復期間を必要とする場合には、具

体的な日数を合理的な理由とともに申請する。 

イ 是正勧告 

確認された不具合（上記アに当てはまるものを含む）が、繰返し発生しているものであ

るか、初発でも重大であると認めた場合、甲は乙に適切な是正措置を取ることを通告し、

乙に改善策の提出を求めることができる。この改善策の内容は、甲の承諾を受けなけれ

ばならない。 

ウ やむを得ない事由による場合の措置 

やむを得ない事由により要求水準書及び業務計画書の内容を満たすことができない

場合、乙は甲に対して速やかに、かつ詳細にこれを報告し、その改善策について甲と

協議しなければならない。乙の通知した事由に合理性があると甲が判断した場合、甲は、

対象となる業務の中止又は停止等の変更を認め、当該期間は再度の勧告の対象としな

い。 

 

（２）改善効果の確認 

甲は定期又は随時のモニタリングにより、改善策に基づく改善効果を確認する。 
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（３）再度の是正勧告 

上記（2）のモニタリングの結果、改善策に沿った期間・内容での改善効果が認められな

いと甲が判断した場合、甲は再度の是正勧告を行うとともに、再度上記（1）及び（2）の手続

きを行う。なお、ここでいう再度の是正勧告については、甲が必要と判断したとき、その内容

を公表することができる。 

 

（４）改善効果が認められない場合の措置 

上記（3）の手順を経ても改善効果が認められないと甲が判断した場合、以下の措置を取

ることができる。 

ア 乙が是正勧告を受けた場合、甲は、乙が当該業務の改善を行うまでの間、当該是正

勧告の対象となった期間に対応するサービス購入費の支払いを留保することができ

る。 

イ 上記（３）の手順を経ても改善効果が認められないと甲が判断した場合、甲は業務改善

方法等を最長３カ月間協議のうえ、当該業務を実際に担当している者を変更すること

を乙に請求することができる。 

 

（５）事業の中断（契約解除）の決定 

上記（4）の措置を取った後、最長１２カ月経ても改善効果が認められないと甲が判断した

場合、事業全体の中断を決定し、契約を解除する。 

 

 

３ 維持管理・運営に係るサービス購入費の減額方法 

 

（１）減額措置の対象事項 

甲は、モニタリングの結果、要求水準書及び業務計画書の内容が維持されていないと判

断した場合は、是正勧告及び維持管理・運営に係るサービス購入費の減額若しくは支払停

止等を行う。 

このうち、維持管理・運営費の減額措置の対象となる項目は次のとおりとする。 

ア 施設の一部又は全部が一定時間以上利用不可能となった場合 

イ 施設は営業しているが維持管理・運営に関する業務のサービス水準が低下した場合 

なお、維持管理・運営に係るサービス購入費の減額については、維持管理・運営費

のうち、基準費を対象に行うものとする。 

 

（２）減額の方法 

ア 施設の一部又は全部が一定時間以上利用不可能となった場合の減額措置 

（ｱ）減額措置の対象 

プール施設及び健康増進施設のそれぞれを構成する施設のうち１施設でも予定

営業時間内で４時間以上利用不可能となった場合、減額措置の対象とする。ここで

言う｢利用不可能となった場合｣とは営業予定日における営業時間中に、次のような

本件施設の運営に関する基本的条件が保たれていないことをいい、このような営業

予定日を、「仕様未達営業日」という。 

・本件施設の物理的利用可能性の確保 

・本件施設の利用時間の遵守 

・必要な有資格者の適性配置 

・提案プログラムの提供が可能な状態 
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・予約受付体制の確保 

・関連法規の遵守 

注：「各施設の物理的利用可能性の確保」とは、施設利用者が特段の支障なく

施設を利用できる状態をいい、施設への出入りが支障なくできること、施設が安

全に利用できること、照明・空調が異常でないことなどを指す。 

 

（ｲ）減額算定式 

対象となるサービス購入費の減額は、次の算式に基づくものとする。 

減額するサービス購入料 

＝当期の基準費× 仕様未達営業日数／営業予定日数 

注：営業予定日とは、当該年度の年間運営業務計画書において、乙が営業を

予定している日とする。また、算定額は千円未満切捨てとする。 

 

（ｳ）やむを得ない事由による場合の措置 

乙が善良なる管理を実施しているにもかかわらず、施設の一部又は全部がやむ

を得ない事由により利用不可能となった場合、乙は、甲に対して速やかに、かつ詳

細にこれを報告し、その改善策について甲と協議しなければならない。乙の通知し

た事由に合理性があると甲が判断した場合、当該期間を仕様未達営業日の対象と

しない。 

 

イ 施設は営業しているが維持管理・運営に関する業務のサービス水準が低下した場合 

（ｱ）維持管理及び運営水準の確認 

甲は、乙から提出される各種業務報告書並びにモニタリング等により維持管理

及び運営水準を確認する。営業予定日に本件施設の利用可能性を確保しており、

かつ、要求水準書及び業務計画書に定める業務の要求水準を満たしているとき、

甲は乙に維持管理・運営に係るサービス購入費を支払う。 

（ｲ）運営及び維持管理水準が要求水準を満たしていない場合の減額措置 

維持管理及び運営が要求水準に抵触した場合（以下、要求水準未達といいま

す。）には，乙は、当該確認項目数に応じてペナルティポイントを付与する。 

ペナルティポイントは維持管理運営費の支払期ごとに集計する。 

（ｳ）減額算定式 

対象となるサービス購入費の減額は、次の算式に基づくものとする。 

減額するサービス購入料 

＝当期の基準費 × ２０％×当期累積ＰＰ／当期確認項目数 

ここで、当期の基準費：当期の維持管理・運営に係るサービス購入費のうち、基

準費相当額をいう。 

ＰＰ：ペナルティーポイントをいい、要求水準未達項目数１項目に対し１ＰＰ

とする。 

当期確認項目数：ペナルティーポイント付与の対象となる項目数総数をい

う。モニタリング実施計画書において規定しますが、各業務報告書

の確認項目数を参考に規定する予定である。 

 

当期ごとの累計されたペナルティポイントが１０ＰＰ以下の場合は、サービス購入

費の減額は行わず、累計されたペナルティポイントは清算される。 

支払期ごとに累計されたペナルティポイントは原則として清算され、翌期に繰り

越されることはないが、是正勧告を受けて是正確認がなされていない事態が継続し
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ている場合には、翌期に繰り越される。 

当期のペナルティポイントが当期確認項目数の３０％以上になった場合、甲は当

期の維持管理・運営に係るサービス購入費のうち、基準費相当額の支払停止措置

を取るものとするが、翌支払期における累積ペナルティポイントが 10ＰＰ以下である

ときに限り、翌支払期分の維持管理・運営に係るサービス購入費と合わせて、当支

払期の該当する維持管理・運営に係るサービス購入費のうち、基準費相当額の

85％を支払う。それ以外の場合には、当支払期の維持管理・運営に係るサービス

購入費のうち、基準費相当額は支払われない。 

 

（３）支払停止及び減額の方法 

ア 「（２）減額の方法」に従い、支払停止及び減額を実施する。 

イ 下記の場合は、業務要求水準を達成していないとは判断せず、減額を実施しない。 

・ 予め甲と協議の上で行う機器等の修繕、点検及びその他（清掃等）の作業によるもの 

・ 明らかに甲の責によるもの 

・ 自然災害等の不可抗力などによるもの 

ウ 施設運営開始後のモニタリングは、健康増進施設も含めた本件施設全てが供用開始

する日に属する期から開始する。また、当該期の判断の結果は、翌月の10日までに乙

に通知するものとし（ただし、第４期の判断の結果は、当該期の３月31日付で乙に通

知するものとする。）、毎期末に支払われる維持管理・運営に係るサービス購入費に

反映される。 

 

 


